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Alliance 15 社，oneWorld 8 社，Sky Team 5 社，









































（10 億） （シェア） （100 万） （シェア） （10 億米＄） （シェア）
Star Alliance 　647 21.4% 317 19.1%  80.6 23.0%
oneWorld 　488 16.2% 198 12.0%  50.5 14.4%
Sky Team 　301 10.0% 178 10.8%  34.6  9.9%
Wings 　223  7.4%  90  5.5%  20.2  5.8%
Qualiflyer 　116  3.9%  64  3.9%  17.1  5.0%
1,775 58.8% 844 51.3% 203.3 58.1%
注）数値は 2000 年のもの。収入は会計年度による数値。シェアは ICAO の輸送統計（3 兆 180 億有償旅客キロ，16
億 4700 万人）に基づいて試算した数値。旅客に関しては地域関連企業の輸送を除いた幹線定期輸送のみに基づ
いた数値。ただし、Qualiflyer の旅客については中核的なチャーター企業および地域関連企業を含む。



























































図１　コードシェアリング提携の事例（NW/KL 提携，1994 年 12 月 31 日現在）
注）NW は KL の他の便（アムステルダム－アメリカ 8 都市）でもコードシェアを行なっている。








































































































イ協定が締結されると，1996 年 5 月に反トラ
スト法適用除外を受けて UA/LH/SK 提携の強
化を進めた。UA はこの提携を軸にして，1997
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出所）U.S. DOT, International Aviation Developments (Second Report): Transatrantic 









NW/KL 提携が KL のハブ空港であるアムステ
ルダム＝スキポール空港において占めるスロッ





















アメリカ－イギリス AA/BA 61 n.a
アメリカ－ドイツ UA/LH/SK 40 47
アメリカ－ベルギー DL/SN/SR/OS 61 n.a.
アメリカ－オランダ NW/KL 64 n.a.
アメリカ－スイス DL/SN/SR/OS 74 83
アメリカ－デンマーク UA/LH/SK 78 79
アメリカ－オーストリア DL/SN/SR/OS 100 n.a.
出所）U.S. Congress, Senate, Committee on The Judiciary, Subcommittee on Antitrust, Business Rights, 
and Competition, Hearing, Antitrust Implications: The Buritish Airways-American Airlines 































































AA と BA の証言者は，公聴会の席で概ね次の




市　　　　場 1994 1995 1996 1997 1998
シカゴ－ジュッセルドルフ   （％）
　　アメリカン 100 100   0   0   0
　　ユナイテッド / ルフトハンザ 　0   0 100 100 100
マイアミ－フランクフルト
　　アメリカン 　0  32  36  15   0
　　ユナイテッド / ルフトハンザ  95  68  64  85 100
ニューヨーク（JFK）－チューリッヒ
　　アメリカン  38  29  28   2   0
　　デルタ / スイスエア  62  71  72  98 100
ニューヨーク（JFK）－ブリュッセル
　　アメリカン  43  44  27  18   0
　　デルタ / サベナ  45  49  61  71  87
　　その他  12   7  12  11  13
　 資料）Merril Lynch, Global Airline Alliances, June 1999.

















































































た 22）。第 1 に，AA と BA は大西洋線市場にお
いて既に第 1 位と第 3 位の輸送力シェアを占め
ている（図 5）。第 2 に，AA と BA は既に米
英間市場においても大きな輸送力シェアを占め
ており，BA が 1 位で 37.8％，AA が 2 位で
18.9％，合計すると 57％に達している。第 3 に，





資料）Office Airline Guide, February 1998.
出所）U.S. Congress, Senate, Committee on the Judiciary,Subcommittee on Antitrust, Business Rights, and Competi-
tion, Hearing, International Aviation Agreements and Antitrust Immunity, March 19, 1998, p.87, Statement of 
G. Bethune, Exhibit 3 に加筆して作成。
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AA と BA は 2 社で，米英間 43 路線のうち 22
路線において輸送力の 50％以上，18 路線にお
いて 100％のシェアを占めている。さらに支配





























ガトウィック－ダラス  88,650 AA/BA
フランクフルト－シカゴ  80,480 UA/LH/SK
ヒースロー－マイアミ  77,210 AA/BA
フランクフルト－ワシントン  73,320 UA/LH/SK
ブリュッセル－ニューヨーク（JFK)  59,820 DL/OS/SR/SN
アムステルダム－ミネアポリス  18,700 NW/KL
アムステルダム－デトロイト  17,620 NW/KL
資料）DOT, 1996 Annual Passengers.
出所）U.S. Congress, Committee on Commerce, Science, and Transportation, Subcommittee on Aviation, Hearing, 
United States/United Kingdom Bilateral Negotiations, June 4, 1997, p.105, Attachment 6.
表５　大西洋線市場における国際提携の独占路線と輸送力




NW/KL  6 19311














UA 社以外のメジャーにはロンドン第 2 の国際
空港であるガトウィック空港への運航しか認め
ていなかった。














　1998 年 7 月，欧州委員会競争総局は，航空
輸送企業間の提携に対する従来からの競争政策






にヒースロー路線へ 1 日に 12 往復の新規参入
を確保する必要があるとした 25）。
　アメリカ国内では，1998 年 5 月に DOJ 反ト
ラスト局が，欧州委員会およびイギリス当局に





































　AA と BA は，ヒースロー空港におけるイン
フラの容量の不足を認めつつも，他のメジャー
各社が十分に競争できる機会は残されていると































































































1998 年 9 月に oneWorld の結成を発表し，そ
の後この国際提携の強化に努めてきている。







行なった。2002 年 1 月，DOT は提携承認の条
件として，ヒースロー空港における週 224 のス
ロットを放棄し譲渡することを提示した。この
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